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婦人相談所においては、心身に大きな被害を受けている被害者や同伴する家族に対して、
心理判定員等による心理学的諸検査や面接を行い、被害者の心理的な被害の状況を把握して、
事案に応じた心理学的側面からの援助等を行うことが必要である。
また、疾病等の有無や診療の要否について、医学的な面から判定し、被害者の心身の健康
状態を踏まえて、今後の必要な措置について検討するなど、適切に対応することが必要であ
る。
イ 地域での生活における援助
繰り返し家庭内で暴力を受けてきた被害者が心理的な安定を取り戻すためには、加害者の
元から避難した後も、回復のための一定の期間を経る必要がある。このため、被害者が、地
域での生活を送りながら、身近な場所で相談等の援助を受けられるよう、支援センターは、
被害者の回復を図るために、カウンセリングを行うことや、カウンセリング等の専門家や知
見を有する民間団体等と連携し、適切な相談機関を紹介するなどの対応を採ることが必要で
ある。また、被害者の状況に応じ、精神保健福祉センター、保健所における精神保健に関す
る支援やグループホームの活用についても検討することが必要である。
被害者の回復には、配偶者からの暴力という体験を有する被害者同士が、体験や感情を共
有し、情報を交換し合う自助のためのグループに参加することが有効とされることから、支
援センター等においては、地域の実情に応じて、こうした自助グループ等の情報についても
被害者に提供することが望ましい。また、支援センターや女性センター等において、これら
のグループの形成や継続に対する支援を行うことが望ましい。

] 子どもに対する援助
ア 児童相談所等における援助
子どもの目の前で配偶者に対する暴力が行われること等、直接子どもに対して向けられた
行為ではなくても、子どもに著しい心理的外傷を与えるものであれば児童虐待に当たるもの
であり、児童相談所においては、医学的又は心理学的な援助を必要とする子どもに対しては、
精神科医や児童心理司等が連携を図りながら、個々の子どもの状況に応じてカウンセリング
等を実施することが必要である。被害者が避難先から地域に戻り生活を始めた場合又は他の
地域から転居し生活を始めた場合等、子どもが安心して安定した生活ができるよう、継続的
な支援を行うことが必要である。
なお、子どもに対する医学的又は心理的な援助は児童相談所が中心となって対応するもの
であるが、虐待を受けた子どもやその家庭に対する援助については、市町村もその役割を担っ
ている。このため、市町村は要保護児童対策地域協議会を活用し、援助が必要な子どもやそ
の家庭に関する情報を関係機関で共有し、必要に応じて、母子保健サービスや子育て支援サー
ビス等により援助を行うことが必要である。
婦人相談所に一時保護されている子どもであっても、子どもの目の前で配偶者に対する暴
力が行われていたこと等により心理的外傷を受けていたり、あるいは子ども自身が暴力を受
けている例も見られることから、婦人相談所と連携して、通所や訪問という形をとりながら、
個別的な心理療法や集団療法等の援助を行うなど、子どもの状況に応じ適切に対応すること
が望ましい。
イ 学校等における援助
日常生活の中で、被害者の子どもが適切な配慮を受けられるようにするためには、学校や
保育所等における対応が重要である。このため、学校及び教育委員会並びに支援センターは、
事案に応じ、学校において、スクールカウンセラー等が相談に応じていることや、必要に応
じ、教育センターや教育相談所に配置されている臨床心理の専門家による援助も受けられる
ことについて、被害者やその子どもに適切に情報提供を行うことが必要である。
また、教育委員会、学校、保育所等の関係機関と支援センターが連携して、学校生活等に
おいて、被害者の子どもが適切な配慮を受けられるようにするため、子どもと日常的に接す
ることが多い教員、養護教諭、スクールカウンセラー等の教育関係者や保育士等の保育関係
者に対して、児童虐待に関する留意事項に加え、配偶者からの暴力の特性、子どもや被害者
の立場や配慮すべき事項等について、研修等の場を通じて周知徹底を図ることが必要である。

^ 医療機関との連携
被害者本人及びその子どもを支援するに当たって、専門医学的な判断や治療を必要とする場
合には、支援センターは医療機関への紹介、あっせんを行うことが必要である。このような業
務を円滑に進めることができるよう、支援センターは、地域の医師会、医療機関との十分な連
携を図るとともに、日ごろから、配偶者からの暴力の問題に関する情報の提供を行うことが望
ましい。
その場合、支援センターは、医療機関に対し、被害者の個人情報の扱い等被害者の立場を踏
まえた配慮について申し入れることが望ましい。
また、生計困難な被害者については、事案に応じ、無料低額診療事業（社会福祉法（昭和26

年法律第45号）第２条第３項第９号に規定する無料低額診療事業をいう。以下同じ。）の利用に
ついて情報提供を行うことが望ましい。なお、都道府県等は、生計困難な被害者について積極
的に無料低額診療事業の対象とするよう、各医療機関に対し指導等を行うとともに、受診の手
続等が円滑に進むよう、市町村社会福祉協議会等の関係機関に対しても十分な協力をするよう
周知徹底を図ることが望ましい。

６ 被害者の緊急時における安全の確保及び一時保護等
\ 緊急時における安全の確保
法第３条第３項第３号において、支援センターは、被害者（被害者がその家族を同伴する場
合にあっては、被害者及びその同伴する家族）の緊急時における安全の確保を行うこととされ
ている。
緊急時における安全の確保は、婦人相談所の一時保護所が離れている等の場合において、緊
急に保護を求めてきた被害者を一時保護が行われるまでの間等に適当な場所にかくまう、又は
避難場所を提供すること等を指すものであり、一時保護が行われるまでの間、婦人相談所に同
行支援を行うことも含むものである。また、被害者が正に暴力を受け得る状態にある場合のみ
を対象とするものではなく、加害者が不在である間に被害者が駆け込んできた場合等も対象と
なるものである。被害者の状況から、加害者から危害を加えられるおそれが高い場合には、警
察と連携を図って被害者の保護を図ることが必要である。
緊急時における安全の確保は、その趣旨を踏まえ、身近な行政主体である市町村において、
支援センターが設置されている場合はもとより、設置されていない場合であっても、地域にお
ける社会資源を活用して積極的に実施されることが望ましい。支援センターが設置されている
市町村においても、支援センターにおいて直接行う方法に必ずしも限定することなく、被害者
の安全等を考慮して、実施方法を検討することが望ましい。また、市町村の取組の状況によっ
ては、必要に応じ、都道府県において、実施されることが望ましい。
実施に当たっては、担当部局と支援センター、婦人相談所一時保護所、警察等関係機関の間
で、連絡体制や加害者からの追及への対応等についてあらかじめ協議しておくことが必要であ
る。

] 一時保護
法第３条第３項第３号及び同条第４項において、被害者（被害者がその家族を同伴する場合
にあっては、被害者及びその同伴する家族）の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚
生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行うものとされている。
一時保護については、被害者本人の意思に基づき、{適当な寄宿先がなく、その者に被害が
及ぶことを防ぐため緊急に保護することが必要であると認められる場合、|一時保護所での短
期間の生活指導、自立に向けた援助が有効であると認められる場合、}心身の健康回復が必要
であると認められる場合等に行うものである。
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